
書式第 12号 (法第 28条関係 )

令和 5年度

1 事業の成果

当団体では、2018年 に 「JAヽ■C2030年 に向けた戦略方針 (Sustainab■ ty戦略=S戦略)を策定して

以来、SDGs達成のために、多様な NGOの力を最大化 し、国内外のソーシャルセクターとイシューをつ

なぐ日本の NGOネ ットワーク構築を目指 してきた。そこで、2023年度は次の 3つの方針に重点を置い

た。

1)会 員拡大によるJANICのネッ トワーク強化と活性化

2)THINK Lめbyの機能強化

3)JANICの ガバナンス強化及び事務局主導によるマネジメン ト体制の確立の強化

上記の成果 と課題は以下のとお り。

2〉THINK lЮbbyの機能強化

「より幅広い政策提言や市民社会の目線を持った調査 。研究が必要」と言 う会員からのご要望に応え

るため、2022年 4月 より従来のア ドボカシーおよび調査研究部門を「THINK Lobby」 と改め、市

民社会シンクタンクとしてその活動を強化・拡大した。今年度は、ビジネスと人権や、アジアの民主

主義な ど多岐 に渡 る調査研究活動 を実施 したほか、研 究成果の発表の場 として発行 している

「THINK LObbyジ ャーナル」については第 1号が国内外で 6,000回以上/年 ダウンロー ドされたこ

とや 2024年 2月 に第 2号が発行 されたことは成果である。一方、課題 としては、資金 。人材の確保

と、開発 した企業向け啓発ツールの普及戦略の立案である。ア ドボカシー活動については、2023年

5月 に開催 された G7広島サ ミッ トにおいて国内外 CSOの窓口機能を果た し、C7と してまとめた

政策提言書を G7議長であった総理大臣に手交わしたことは成果として特筆できる。本サ ミット首
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1)会員拡大によるJANICのネ ットワーク強化と活性化

団体協力会員から正会員への移行奨励や会員加入促進を実施 したことにより正会員数は増えた。一

方で、NGOと 企業関連ネッ トワークの解散ゃ交流企画当の実施数が減少 したこともあり、企業会員

は減少 している。今後は会員戦略の見直 し、会員企画の充実化、会員向けの情報発信の改善、事業間

シナジーを生み出す仕組みの構築が課題である。ネ ットワーク強化については、当団体主催であるイ

ベン ト「Happinessldea Co」erenCe(以下、HAPIC)」 の実施やワーキンググループの活動等をとお

して会員コミュニティを含む NGOと 言 うセクター全体の活性化に注力 した。HAPICにおける参加

者の満足度は高く、新企画である学生アイデアコンテス トの実施によりこれからの国際協力業界を

担 うであろう若者の参加を促進できたことは成果であった。しか し、HAPICに おける収支が赤字 と

なったため、ファン ドレイジングにつながる開催方法、企画内容の見直 しは課題である。



脳宣言の うち、環境・国際保健分野で市民社会の提言が一部反映された。一方で大きなイベン トを複

数組織 との連携のもと運営することは複雑であり、意思決定や人繰 りなど運営面での課題は今後の

教訓である。

3)ガバナンス強化及び事務局主導によるマネジメン ト体制の確立

上記 1.2.を 実施する基礎 となる組織体制を強化するため、常任理事会のガバナンス機能を見直 した。

また、2023年度は新役員および事務局 とで協議を重ね、5年ぶ りとなる S戦略の改定作業を推進 し

たことは成果である。この改定 S戦略に基づき、翌年度以降の事業計画を検討・作成することがで

きた。事務局運営及び事業の実務を担 うスタッフも主体的にマネジメン ト体制の見直 しに取 り組ん

だ一方で、財政基盤の強化は大きな改善の余地を残 してお り、システム導入等による業務効率化 と各

事業の採算性の向上が今後の課題である。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【  137,579  】千円)

定款に記載
された
事業名

事業内容 |1時 場 所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

政策提言・
啓発活動事業

:,,響 i/JlCA等

への提言

∴諦
'ダ )ソ鵡と鋪擦年 間

東京

海外

オンライン

11人
市民

NG0
Э,000人 42,022

連携促進事業

・HAPIC企画の策定
:NPOハ 00や JANIC会員、 企
業らのネットワーク構築
・政府、自治体、労働組合、
NGO連携の場の創出

午問

東京

海外

オンライン

4人

自治体

企業

労組

NG0

市民

1,000人 27,360

NGOの組織強化
事業

・NGO活動の活性化
・ NGO活動の質の向 11、 安全
管理体制の強化
・ワーキンググループ活動の活性
化
・事務局業務 |こ よる側面支援

年 間
東京

オンライン
5人

市民

Gヽ0
300人 33,219

広報・
マ ー ケ テ ィ
ング事業

・情報発信
・広報力強化
・NGOの認知・理解促進

年 間 東京

オンライン

2人 市民

NG0

70,000人 5,034

組織強化
事業

・事務局体制の充実化、強化
・組織体制再建推進継続 年 間 東 京 3人

職員

NG() 20人 29,941



(2)そ の他の事業 (事業費の総費用 【  0  】千円)

款
さ
事

定 こ:記 ,lt

た
名

れ
業

事業内容 日時 場 所
従事者
人数

事業プセ
(千 円)

該当なし

|

|

|
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活動計算書 (そ の他事業が生1ヽ場合)

人口畷協カエヌジーオーtン ター

|| ■1,「 ■に

■■■業収益
rl上 事業収益
物品販売

"査tミ ナー収薔
講師収益
■取手琢料
周旋収益

ル テ

受欺利t
あ薔差査 、事彙)

t員 餃曇 (事 ミ｀

結‖手当 (事案 )

●t福和費 (事 ■,

退職給付費用(事 t,
福利厚生,(事業)

人件費 計

ミ務晏κ熱 中t,
支

`ツ

ース‖ (● t,
鷹硼金 (事業,

印瑯|'製本費 (事 業)

会議費 (事業)

旅費交通費 (事 業,

通
'お

運搬貴 (事 業)

洒耗品費 (事■)

水道光離費 (,葉 )

地

`ヽ

家賃 (● 奥)

支払千数,(事業)

保険● (事業)

“

会費 (事 業)

颯機公課 (事 業,

研修,(事業)

支払助成金(事 婁 |

広告贅 (事 蕉)

イベン ト■ (事 泰,

雑贅(事業)

交際費 (事 業)

2.441.605
2,857.279
7.773.513
1.360.988
216.876

61.220
4.766.401
:.380.544

1.897.698
2.10!

361.486

役員報酬

給料手当

退職給仕姜用

υ.t福利姜
Mill厚 生貴

15.5ol.707

232.238

".365

業務委託費
|`同 製本費
会議費
旅費交通費
適信運棗費
消I品彙
水道光然,
地代 家賃
交際費
た払子な科
保険‖
■会や
支

“

ツース,|

薇性 公晨
研修費

全__」 ___二 _小 ■・ 査■

豆面 7

=コ
コ

ギ
常 外 ● ■ 優

工 味
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令和5年度 貸借対照表

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人国際協カエヌジーオーセンター

金   箱 上計・合

2

定 産

の

(1

無形固定資産 計

投資その他の資産 計

2 形

) 形

差入保証金

(3 の

電話加入権

(現金・預金 )

当座預金

普通預金
(売 上債権 )

未収金

(棚卸資産 )

棚卸資産

(そ の他流動資産 )

前払費用
立替金

建物

器具及び備品
減価償却累計額

27,864,242

258,000

1,513.680

53.571,995

407,407

224,541

55,085,675

27,864,242

258,000

631,ヽ )48

83.839,865

1,166,400

3

1.11(,.|■ ,,

328,384

328,384

100,000

100,000

428.388

【A】 資 産 合 計 ①+② 84.268,253

退職給付引当金

2

+

未払金

預 り金

前受金

未払い法人税等
未払消費税等

4,243,552
6,794,007

16.500

70,000
2,224,0(,0

13.348.059

5,724,78() 5,724,780

5,724.780
19.072.839

70,023,428

B-2 の

正

正 -1,828,()11

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 84.268.253

■■■

準

|

|

|

|

|

|

65:195.4コ



令和5年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非古利活動法人曰朦協カエヌジーオーセンター

菫要な会計方針

計い●顧のF成は.躙法人会計墓螂(2010年
'月

20●  201'年 12月 12日 最終改正 PO法 人会,嘔●●議会):こ よっています。

(1),詢資産の絆●■●及び評●方法
口別法による最

'仕
入,1●法

``'ロセ資この減●債
"の

方法
Φ有形固定資産 :た●法
②無形日定贅産 1だ颯法

'S',1彗全の計上■,
~葦

まま11星 :て いると認められる●を計上.    
嗜員の邁験給付に●えるため.当 ,■●ま末における退嘔綸付姜務の見込●

=こ
づき

``)饉政の提揆等の物的サービスを受けた●合の会,1処理
をし

。)消費税等の合計処理
清,籠●の会,I処理は.税込方式によつています.

11,

2  ,彙別綺査の状況

1111 0.1

1撃
纏為

F全 員
・

贅助会員

:言貫夢8          :難
員

ili:!l:it:]

髯雛露雌艇|::I瞳
:「::;::::

.`豊晟量
ピー広

“
(4務省)

[]暑1lililli]lttF専
務局案務

颯

脚

義 [li剰 lI局

桑務

:illl::14                    ~

`iゑ軽量
ィング蟻

1個

:斃1日

人件費計

`='そ
の他経費

支払助成金
t務晏託,
誌鉗全
月日 製本賣
会嬢吏
旅費交通費
通信運燎彙
消耗品費
蛯代家贅
水道光熱彙
文1・ リースⅢ
支払手数料

`R険

ヽ
鮨会費
研修費
交際費
吹告,
イベント彙
租税公蹂

る贅差損
雑費

その直 費 .[

:`常 彙用計

ヽ勁F常崎減額

12.“ ヽ03!

1.650.0(X〕

827,971
827.,71

2.“Ю.(厠Ю
2.6{Ю .0

l.ⅨЮ.01
5.0 1
5(0.001
600.0001

2.133.6001

01

ol

OI

ol

:|

0

1    0

1 2.133.500
1      0
1 2.133.500

1         0

n8.020.502

。
|

ol

OI

14.274.340

0

0

0

0
233.0(Ю

462.000
0
0
0

る.07.:湖
4202.“ 01

11.8∞ .0∞ |

3.440.O001

2.962.6801

1.424.4901

1.424.4901

9.16● T31
7.636.∞ 41

299.7641

420.3541

4.188.00'|

115.0∞
|

2613.■
:|

439.824

0
1.082.950
631.917

400.627
55.413.495

|

ol

OI

OI

。
|

0

3.鰤.¨
|

3.6X.∝Ю

30.466.039

9,6.,36

0

:|

。
|

。
|

1.184.442

12.6● ,0,1
8.256.698
4.303.333

827."■
827.971

51.627.170

,00.000

28.%2.680
3.600.{XЮ

l.424.490
1.424.490

6S."7.699
56.026.383

29,.764

10.335.578
10.235.962

314.760

3.300.000
7.182.0!6

665.424

1.417.442

462.000

631.917
0

201.420
400.527

0
0

0
1,668,837

o

2,OXg, t23

25t.26,1

12.“ 9.“ l

2.653.333

L650.m)
2.496.3“

51.627.1,0

5(Ю.∞0

11.800.000

1.424.490

“

.246.827

2".7“

314,760

9.221.444

1.417.442

2.50:.128
1.082.960
891.211

664

,70.295 8.579,0'9

128.500

7.827.815

2.151.068

2.389.722 33.696.167
6.744.5α

26.620
6.344.658

15.504.707
1(Ю .(κX)

232.288

2.494.1'8
124.385

8.838.886

01

].026.1111

273.(X■)|

3.8101

49.5001

26.4031

708.5“
|

709.80'
36.297

132.640

70.820

39.0'0
28.232

30.650
18.592

20.400

106

01

9.513.2601

4.308.2511

2.020.2451

2.177.6981

6.19o.127
230. 100

1. 190.844

10.8%

128.527

85.287

0

4.002.∞ 6

417.580

241.826
59.527

31.666
22.803

1“.0

7.684

230.675
11,796
8.524

0

0
0

1“.100

4.766.401
24.888. 193

8.595.266
2.441.636
2.857.279

1.359.988
216.876

179.615

129.792
420.'09
91.640

221.888
61.220

1.380.544
1.397.698

89.000

2.101

4.575.242

2.270

592.046
207.249

1.380.,90
70.610

598.41:

35.350

49.940

0

4.755.4011

29.463.4351

8.595.2561

2.443.9051

2.925.1031

8.365.'“
|

L567.2371
410.8611

4.890.2291

250.225

1.o19.120

l11. 160

. oa l ,'",-l "",,".. 1".,, . l

F輌五I工
===亜

「

可雨
=頭

~~~~~~¬
■率部門

」



使途年が制約された,附全等の内瞑

"遠
等が制約されたキけ全等の内欧 (正味財産の増は及び,商のよ況)は以下の通 りです.

当法人の正味財産は65.195.414円 ですが.そ のうち12.681.33円 は.下 にのように優綸が特定されています
したがって使途が

“

約されていない正味財産は52.S!4.076円 で十.

1市 ギ

助成金の総額は32.402.680円 . う

「

~~
4.950.∞O円 は 収ヽ金として」貨借針R表
に11上 . また.3.440脚 円は職 022か
らの繰越全です.全饉本事葉に使用 し

生 _____

オープンソサ
ヱティ財団

2022年度からの繰層全はH.800.000円 .

全頷本事業に使用した.

CSO=力強化/КOワ ーキンググループ 立I校成会
―全平和基金

メンスーシンブ/出PIt

連合 ,の カン
企額本事業|`使

"lし

た

(公財 )

延野平和財 t」
全輌本事業に使用 |.た

(―財′

六竹財田

( 財 )

‖RA′ ウヽス
'額

本事業
.=使

,l,し た

j川 lC露思救援●■金選痛掟程に基づさ.国内
外の災書お よび●●時におけるJ梨 :ヽで あ

'3依曇活動の事業資金 とtて管理.F賣 は i口 礫嘔
′〕願 緊急牧援合同委員会」の豪奎.当 n■ 枷
験は利3.

/ン ク ロ ビー ′ィン ク ロ ピー 広 II ヽ●省
n‖NKし oしbyジ ャーナル|=対する旧 事業,1助
こ 全傾本■■に使用した.

5  固定資産の増湾内´

[I Π
11、 ■

建物

器具億品

無形1固 定資産
電話加入槽

Lq1D&L9fr
U  IB A

′l,"1‐ 11)

6  付 入金の哺薇内 J'

役員及びその近優きとの取う1の内容
役員及0そ の近崚春との取引は以 ドの通りで■.

計算書類
`=

`1上

された
0頷

′ヽ.■員との
取引

苫

旅

'交
通費 (事業 )

役員報酬 (事業′
棄

“

モエ費 .管理 )

7.773.513
5.744.500
4.575.242

5.714.50(〉

|∞.0∞

(1)旅 費交通費 (`た )

役員との取引のうち.旅費交通費 (事葉)は
です.

役員に対する出張旅力および業務交通費としてヽ429.717円 の支払いをしました.旅 費交通費 (,葉 )の綸頷は7.773.,18円

、2)役 員級

“

(●業,

■員との取引のうち.後員に対する当団体の聴 運苦および活動全量 .ア ドボヵシー・´ンタタンタ都円への僣導.講師凛■に対して5.7■.500円 を実払いました.■員●● (事 業)の鉢額は.5,744.5∞円で十.

(3)業務委託力 (管理)

役員との取引のうち.業務姜託費 (管理)は .役員が共同代表を務める合同会社に対 し.組織強化のためのコンサルテイング料とtて500.0 円の支払いをしました。
=

務委κ

'(管
理)の綸菫は4.575.242円 です.

(4)役員,1口 (■■)

役員との取う1の うち.監事に対して.2回 の会計監奎に対する銀醸として

'100.0 
円 (1口につき5● ∝Ю円)を 未払全として計 卜してぃます.

8. 
その他特定非営利活動法人の贅産.■債及び正味財饉の状態並びに正味財この増減の状況を明らかにするために必要な事項

(1)● 葉,と 管理■の技分方法

た通する饉■の うち.ぉ ,手 当.法定に利貪.労う保険料.通信選薇,.泊耗品■. ツース料.水道光熟,.増代
=賃

.支払手菫

"の
 部.支 ,ム ツース‖.業務●:〔 ,の 一部付,は .嗅員の従事

"合
に基づき掟分.

合11

■ ■

メ

“

_

1 刹 市残 高 工
=亜

互
=

===コ

正三工
==

:|



書式第 17号 (法第 28条 関係 )

令和5年度 財産目録

事 業 報 告 用

ヨ位 :円

27.811.24

1.421.490

1.513.680

53.571.995

4.960.000

20.963.552

郵便k格 (会費, |.;113.680

末収補助●

ア負

丼

“

:反 会費ロ~交
t FJ銀 行

:,1睡 漁

`,

1 424.190

268.000

中央労全

アカウンタビツテ
j`ヽ ISS

％

”

´

∞

■全預金
当座預●

|.11'
II trl11,・

広,1サ ービス ,(株),1友 サー ビス

情報提供.活動支援・計画策定 ,Aヽ_m
講師派遣謝金 :,■ 戸川総0人生大学

T11ヽ 1●卜Ⅲジャーナル 1外務省

176.000
310.200

40.OOO

その他流動資,γ

itl′ 費用

0以I☆簗 :外務省
勁 修講負 :4務 省

“

0サ ポートファンド:バナンニック

4. 188.068

10.335.578

314.750
321.636

3

建物

器具及び歯品
会議

=問
仕切

パソコン

1.166.400

(32ヽ .384|

(2)彙 形固定資産
電話

"1'、

村

10().000

`,3 38A
国

||(l ti"| '(“
`

|

,4 268 253:A】 資 産 合 計 1+2

業務委託贅
業務交通費

共通水道光熱費
共通消耗品費

交際費
消耗品費

広告費
スタッフ立着支払にかかる未払

Rり 金
文払手数料

通イ萬運搬贅
退職引当全

役員報副

4.243.652|.■ 全

^払 `入
■,

その他

Rり ,
源泉所得縫

住民税
健味保険t,

厚生年金保険,
海外保険料

___上
679400'|

16.9601

16.2621

763.8001

100.0001

199.514

242.505

5,788. 150

324.754
320,071
20.481
11.556
61.480
3.860
13.200

3.278

5.721.780

5,,7m

【〔

ｒ
ｌ
ｌ
ｌ

壼

２
　
　
　
　
日

退職給付り1当 ↑

19 072 339
|

|

【B-11■ ■ 合 計 31‐ +3

66.196.414【B-21正 味 財 産 合 針 【A】 ― 【B-1】

;■田
"■

■■
■L圭【】■

‐
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I:
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書式第 18号 (法第 28条関係 )

令和5年度

年間役員名簿

(前事業年度において役員であったことがある全員の氏名及び住所又は居所並

びにこれらの者についての前事彙年度における報酬の有無を記●した名簿)

特定非営利活動法人 カエヌジーオーセンター

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以 下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )

□各役員について、親族の規定に違反 していません。 (法 第 21条関係 )

2 役員一覧

事 業 報 告 用

役 名
どちらかに

O

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間
(該 当者のみに記入)

氏   名

1 理 事 t =-" tv-" ltl
令和5年

令和6年

4月   1日

3月   31日

年

年

月

月

日

日
鬼丸 昌也

, 理事 オノエ (イ ワツキ)ユ カ

令和6年  3月  31日

年

年

月

月

日

日
尾上 (岩附)由 香

t3 理 事 タナダユウイチ
令和5年   4月   1日

令和6年  3月   31日

年

年

月

月

曰

日
棚F: 雄一

4 理 事 アカホ リクミコ
令和5年  4月   1日

令和6年  3月   31日

年

年

月

月

日

日

ヽ 理事 アツタ ノリコ
令和5年  4月   1日

令和6年  3月   31日

年

年

月

月

日

曰
熱HI 典 子

6 理事 アライ アキノリ 令和5年  4月   1日

令和6年  3月   31日

年    月    日

年   月   日
荒井 昭則

`

理 事 イ トウ トキコ
令和5年

令和6年

4月   1曰

3月   31日

年   月 日

曰年   月
伊藤 解子

8 理 事 カネダ コウイチ
令和5年   4月   1日

令和6年  3月   31日

年

年

月

H

日

曰
金 田 晃

9 理 事 キナ イ マ リコ
令和5年  4月   1日

令和6年  3月   31曰

年

年

月

月

日

日木内 真理子

10 ,1事 クワハ ラ カナエ 令和5年  4月   1日

令和6年  3月   31日

年

年

月

月

日

日
桑

"i( 
香苗

令和5年   4月  1日

赤堀 久美子



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

11 理 事 コイケ ヒロタカ

令和5年  4月   1日

令和6年  3月   31日

年

年

月

月

日

日小池 宏隆

12 理事
サイ トウトンユキ 令和5年  4月   1日

令和6年  (3月   31日

年

年

月

月

日

日
斎藤 利之

13 理事
ハマカワトモヒロ 令和5年   4月   1日

令和6年  3月   31日

年   月 日

日年: 月
濱川 知宏

14 理事
ナガイ ヨウスケ 令和5年   4月   l日

令和6年  3月   31日

年

年

月

月

日

日
永井 陽右

15 理 事
ハヤセ ノボル 令和5年  4月   1日

令和6年  3月   31日

年

年

月

月

日

日
早瀬 昇

16 理事
+>, )r13 令和5年  4月   1日

令和6年  3月   31日

年

年

月

月

日

日
門田 瑠衣子

17 理 事

ヤマ ウチヨウジ 令和5年  4月   1日

令和6年 3月   31日

年   月 日

曰ili 月
山内 幸治

18 理事
ワカバヤンヒデキ 令和5年  4月   1日

令和6年  3月   31日

年

年

月

月

日

日若林 秀樹

19 監事:

イケグ ミキ +tus+ 4E I E

+tu6+ 3fi 3l E

令和5年 11月 20日

令和6年 5月 25日

池田 未樹

20 監事
モ リレイコ 令和5年  1月   1日

令和6年  3月   31日

年

年

月

月

11

11森 玲子



書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係 )

設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社 員の うち 10人 以上の者の名簿 )

特定非営利活動法人 国際協 NGOセ ンター

氏    名

1

特定非営利活動法人
アジアキリス ト教育基金
代  表 荒谷 出

2

特定非営利活動法人
AR11, Seed

代  表 功能 聡子

 

3

特定非営利活動法人
開発教育協会

代  表 湯本 浩之

 

4

特定非営利活動法人
ンャプラニール=市民
よる海外協力の会
代表理事 坂日 和隆

5

社団法人
シャンティ国際ボランテ

ィア会
会  長 若林 恭英

6

特定非営利活動法人
チャイル ドファン ド・

ャバン

理事長 長山 信夫

7

特定非営利活動法人
日本国際ボランティアセ
ンター

代表理事 今井 高樹

8

特定非営利活動法人
難民支援協会
代表理事 石川 えり

 

9
社団法人 セーブ・ザ・

チル ドレン・ジャパン

理事長 井上 純一郎

 

10

(財 )ジ ョイセフ (家族計
画国際協力財団)

会  長 明石 康

特定非営利活動法人
ACE
代  表 岩附 由香

12

特定非営利活動法人
ワール ド・ ビジョン・ジ

ャノくン

理事長 小西 孝蔵

11




